
一般会計

(単位：円)

金     額 構成比(％)

1 町 税 2,526,700,000 2,711,872,918 26.9 2,493,023,652 218,849,266 

2 地 方 譲 与 税 62,000,000 61,713,000 0.6 60,708,000 1,005,000 

3 利 子 割 交 付 金 900,000 5,320,000 0.0 1,170,000 4,150,000 

4 配 当 割 交 付 金 15,000,000 21,715,000 0.2 21,057,000 658,000 

5 株式等譲渡所得割交付金 14,000,000 33,619,000 0.3 28,003,000 5,616,000 

6 法 人 事 業 税 交 付 金 42,000,000 47,175,000 0.5 44,582,000 2,593,000 

7 地 方 消 費 税 交 付 金 532,000,000 538,229,000 5.3 498,401,000 39,828,000 

8 環 境 性 能 割 交 付 金 5,000,000 5,596,000 0.1 5,700,000 △104,000 

9 地 方 特 例 交 付 金 15,000,000 15,399,000 0.2 99,871,000 △84,472,000 

10 地 方 交 付 税 2,419,081,000 2,491,646,000 24.7 2,464,560,000 27,086,000 

11 交通安全対策特別交付金 2,873,000 2,296,000 0.0 2,375,000 △79,000 

12 分 担 金 及 び 負 担 金 34,869,000 34,199,422 0.3 27,545,444 6,653,978 

13 使 用 料 及 び 手 数 料 110,243,000 94,822,604 0.9 92,781,888 2,040,716 

14 国 庫 支 出 金 1,895,759,000 1,250,911,495 12.4 924,972,605 325,938,890 

15 県 支 出 金 489,541,000 451,633,661 4.5 401,942,039 49,691,622 

16 財 産 収 入 18,307,000 17,635,743 0.2 13,960,273 3,675,470 

17 寄 附 金 51,226,000 51,221,536 0.5 30,319,270 20,902,266 

18 繰 入 金 679,715,000 311,155,000 3.1 239,820,000 71,335,000 

19 繰 越 金 297,345,000 315,012,724 3.1 317,395,419 △2,382,695 

20 諸 収 入 676,673,000 571,557,509 5.7 593,088,240 △21,530,731 

21 町 債 1,487,900,000 1,059,500,000 10.5 1,046,929,000 12,571,000 

11,376,132,000 10,092,230,612 100.0 9,408,204,830 684,025,782 

(単位：円)

金     額 構成比(％)

1 議 会 費 99,595,000 98,487,343 1.0 97,631,541 855,802 

2 総 務 費 1,408,499,000 1,287,549,312 13.2 1,158,508,228 129,041,084 

3 民 生 費 3,162,130,000 2,989,609,567 30.6 2,724,336,818 265,272,749 

4 衛 生 費 616,575,000 529,799,144 5.4 550,297,042 △20,497,898 

5 労 働 費 31,240,000 30,555,711 0.3 38,969,713 △8,414,002 

6 農 林 水 産 業 費 92,683,000 86,188,714 0.9 71,679,000 14,509,714 

7 商 工 費 988,191,000 759,000,021 7.8 738,759,525 20,240,496 

8 土 木 費 1,806,452,000 1,009,235,311 10.3 757,418,404 251,816,907 

9 消 防 費 326,789,000 324,640,055 3.3 308,347,962 16,292,093 

10 教 育 費 1,800,303,000 1,621,218,544 16.6 1,666,421,799 △45,203,255 

11 公 債 費 1,035,675,000 1,035,109,915 10.6 980,822,074 54,287,841 

12 予 備 費 8,000,000 0 0.0 0 0 

13 災 害 復 旧 費 0 0 0.0 0 0 

11,376,132,000 9,771,393,637 100.0 9,093,192,106 678,201,531 計

７　　年　　度

計

予　算　現　額
支 　 出 　 済 　 額

～～ 令和７年度決算の概要についてお知らせします ～～

予　算　現　額
収 　 入 　 済 　 額

７　　年　　度

増　減　額
(７年度－６年度)

増　減　額
(７年度－６年度)

　令和７年度は前年度に引き続き第７次総合計画、未来を創る総合戦略、第２次行財政経営プランに基づき、中長期的視点

好調であったことにより町民税が増収となりました。また、地方交付税については、給与改定費の再算定による影響等で、

　令和７年度の当初予算は 9,986,000,000円で、その後13回の補正予算及び繰越予算(累計額 1,390,132,000円)を合わせた

６　　年　　度
収　入　済　額

最終予算額は 11,376,132,000円となりました。

による計画行政を推進するとともに、継続事業となる総合文化センターの改修事業などに加え、保育所等の照明設備の改修

款

款
６　　年　　度
支　出　済　額

　歳出では、特定目的基金の活用により投資的事業を計画的に執行し、他の事業への影響を最小限にとどめるとともに、各

、道路関連事業、高木橋の架け替えなどのハード事業のほか、第８次下諏訪町総合計画策定事業、プラスチック資源物収集

事業、地域クラブ活動体制整備事業などのソフト事業についても重点事業として取り組みました。

種ソフト事業にも配慮した予算執行に努めてまいりました。

　歳入のうち町税については、株式の大口譲渡があったことや、令和６年の定額減税が無くなったこと、町内企業の業績が

前年度よりも増額となりました。


